
【様式第１号】

（単位：千円）
金額 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 27,612,459 固定負債 12,048,905

有形固定資産 25,230,210 地方債 10,618,213
事業用資産 7,674,583 長期未払金 497,718

土地 2,363,974 退職手当引当金 535,974
立木竹 -                損失補償等引当金 -                
建物 17,549,217 その他 397,000
建物減価償却累計額 -12,248,989 流動負債 1,743,966
工作物 207,615 1年内償還予定地方債 1,143,023
工作物減価償却累計額 -197,235 未払金 165,655
船舶 -                未払費用 234,326
船舶減価償却累計額 -                前受金 7
浮標等 -                前受収益 -                
浮標等減価償却累計額 -                賞与等引当金 150,292
航空機 -                預り金 45,811
航空機減価償却累計額 -                その他 4,852
その他 -                
その他減価償却累計額 -                
建設仮勘定 -                

インフラ資産 17,053,286
土地 144,706
建物 480
建物減価償却累計額 -456
工作物 42,812,656
工作物減価償却累計額 -25,904,099
その他 -                負債合計 13,792,871
その他減価償却累計額 -                【純資産の部】
建設仮勘定 -                固定資産等形成分 28,330,376

物品 3,197,452 余剰分（不足分） -13,182,153
物品減価償却累計額 -2,695,111 他団体出資等分 -                

無形固定資産 4,993
ソフトウェア 1,770
その他 3,223

投資その他の資産 2,377,256
投資及び出資金 159,548

有価証券 -                
出資金 74,229
その他 85,319

投資損失引当金 -                
長期延滞債権 46,725
長期貸付金 34,061
基金 2,141,369

減債基金 423,231
その他 1,718,137

その他 -                
徴収不能引当金 -4,447

流動資産 1,328,635
現金預金 458,535
未収金 124,820
短期貸付金 4,242
基金 713,675

財政調整基金 713,675
減債基金 -                

棚卸資産 23,370
その他 4,189
徴収不能引当金 -196

純資産合計 15,148,223
資産合計 28,941,094 負債及び純資産合計 28,941,094

科目 科目

全体貸借対照表
(令和3年3月31日現在）



【様式第２号】

（単位：千円）
金額

【純経常行政コスト】
経常費用 11,032,227

業務費用 6,032,362
人件費 2,585,256

職員給与費 2,150,665
賞与等引当金繰入額 80,346
退職手当引当金繰入額 -                
その他 354,245

物件費等 3,279,958
物件費 1,322,868
維持補修費 703,524
減価償却費 1,253,566
その他 -                

その他の業務費用 167,148
支払利息 100,108
徴収不能引当金繰入額 4,573
その他 62,466

移転費用 4,999,865
補助金等 2,483,759
社会保障給付 2,511,666
他会計への繰出金 -                
その他 4,440

経常収益 1,301,533
使用料及び手数料 1,031,899
その他 269,634

純経常行政コスト 9,730,694
【純行政コスト】

臨時損失 3,235
災害復旧事業費 -                
資産除売却損 3,235
投資損失引当金繰入額 -                
損失補償等引当金繰入額 -                
その他 -                

臨時利益 12,049
資産売却益 12,049
その他 -                

純行政コスト 9,721,880

科目

全体行政コスト計算書
自令和 2年4月 1日
至令和 3年3月31日



【様式第３号】

（単位：千円）

固定資産 余剰金
等形成分 （不足分)

前年度末純資産残高 15,901,449 29,671,842 -13,770,392 -               
純行政コスト（△） -9,721,880 -9,721,880 -               
財源 8,987,193 8,987,193 -               

税収等 5,870,412 5,870,412 -               
国県等補助金 3,116,781 3,116,781 -               

本年度差額 -734,687 -734,687 -               
固定資産等の変動（内部変動） -1,258,155 1,258,155

有形固定資産等の増加 77,195 -77,195
有形固定資産等の減少 -1,257,963 1,257,963
貸付金・基金等の増加 427,511 -427,511
貸付金・基金等の減少 -504,897 504,897

資産評価差額 -                 -               
無償所管換等 -13,225 -13,225
他団体出資等分の増加 -                 -               
他団体出資等分の減少 -                 -               
その他 -5,315 -70,086 64,771
本年度純資産変動額 -753,226 -1,341,466 588,239 -               

本年度末純資産残高 15,148,223 28,330,376 -13,182,153 -               

他団体出資等分

全体純資産変動計算書
自令和 2年4月 1日
至令和 3年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

（単位：千円）
金額

【業務活動収支】
業務支出 10,053,024

業務費用支出 5,053,204
人件費支出 2,559,320
物件費等支出 2,359,612
支払利息支出 100,090
その他の支出 34,181

移転費用支出 4,999,820
補助金等支出 3,386,033
社会保障給付支出 1,609,392
他会計への繰出支出 -                
その他の支出 4,395

業務収入 8,720,658
税収等収入 5,870,299
国県等補助金収入 1,621,817
使用料及び手数料収入 1,021,388
その他の収入 207,154

臨時支出
災害復旧事業費支出 -                
その他の支出 -                

臨時収入 1,027,105
国県等補助金収入 1,027,025
その他の収入 80

業務活動収支合計 -305,260
【投資活動収支】

投資活動支出 465,112
公共施設等整備費支出 80,043
基金積立金支出 259,069
投資及び出資金支出 -                
貸付金支出 126,000
その他の支出 -                

投資活動収入 1,050,186
国県等補助金収入 475,767
基金取崩収入 399,241
貸付金元金回収収入 130,140
資産売却収入 11,982
その他の収入 33,055

投資活動収支合計 585,074
【財務活動収支】

財務活動支出 1,227,576
地方債償還支出 1,227,576
その他の支出 -                

財務活動収入 986,679
地方債発行収入 986,679
その他の収入 -                

財務活動収支合計 -240,897
本年度資金収支額 38,916
前年度末資金残高 360,319
本年度末資金残高 399,236

前年度末歳計外現金残高 57,068
本年度歳計外現金増減額 2,231
本年度末歳計外現金残高 59,299
本年度末現金預金残高 458,535

科目

全体資金収支計算書
自令和 2年4月 1日
至令和 3年3月31日
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全体会計財務書類における注記 

 

１． 重要な会計方針 

（１） 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････ 取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの 

備忘価格１円で記載 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの ・・・・ 取得原価 

取得原価が不明なもの ・・・・ 再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路等の敷地については、備忘価額１円と

しています。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････ 取得原価 

 

（２） 有価証券の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的以外の有価証券 

市場価格のない有価証券 ・・・・ 取得原価 

② 出資金 

市場価格のないもの ・・・・ 出資金額 

 

（３） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

個別法による低価法 

 

（４） 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産････････定額法 

② 無形固定資産････････定額法 

 

（５） 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

未収金、長期延滞債権のいずれも過去 5 年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上し

ています。 

② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額に、組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当

として支給された額を控除した額を加算した額を計上しています。 

③ 賞与引当金 

翌年度 6 月支給予定の期末手当、勤勉手当及びそれらに係る法定福利費相当額の見込額につい

て、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

（６） 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物。 
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なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引より発生する資金の受払いを含んで

います。 

 

（７） その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウエアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は 300 万円）以上の場合に資産とし

て計上しています。 

ソフトウエアについても、物品の取り扱いに準じます。 

② 消費税及び地方消費税の会計処理 

税込方式によっています。 

 

２． 重要な会計方針の変更等 

重要な会計方針の変更はありません。 

 

３． 重要な後発事象 

該当する事象はありません。 

 

４． 偶発債務 

該当する事象はありません。 

 

５． 追加情報 

（１） 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 全体会計財務書類の対象範囲 

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

国民健康保険特別会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

後期高齢者医療特別会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

介護保険事業特別会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

介護サービス事業特別会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

国民健康保険病院事業会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

簡易水道特別会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

公共下水道特別会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

② 出納整理期間  

地方自治法第 235 条の 5 に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、

出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数として

います。 

③  表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 


